
京都府立婦人教育会館のあリカにつしヽて (案)

平成20年 11月 17日

社 会  教  育  課

京都府立婦人教育会館のあリカについては、府社会教育委員会議からの 「まとめ」を踏

まえ、長岡京市と調整を進めるとともに、次年度から女性教育と総称を変更し推進するこ

ととして力針を検討しておりますが、現在までの概要を御報告いたします。

言己

1 府 社会教育委員会議 「まとめ」の概要 (平成2①年 3月 提出)

【府立婦人教育会館のあり方】

◆ 広 域的な行政を推進する役害」を担う府の立場として、存続させるg要 性は乏し

く、廃止を含めて検討する必要がある。

◆ 検 討に当たつては、利用者への丁寧な説明を行うとともに、土地の無償提供者

である長岡京市とも十劣協議し、現施設の有効利用としヽう観点も踏まえ、幅広<

検討されることを期待する。

【今後の婦人 (女性)教 育のあリカ】_
◆ 婦 人教育としヽう総称を女性教育 (女性のための教育)と 変更

◆ 女 性教育担当者や交性団体等のための研修活動を充実し、府内全i或で後退しな
しヽよう配慮するとともに、市町村等関係機関と連携協力し、身近な地域での講座

開催を要望する。

2 方 針 (案)

(1)府 立婦人教育会館のあり方

ア  府 立の教育機関としては廃止

有効利用の観点から土地の無償提供者であり、建物の活用希望があつた長岡京

市に無償譲渡する。

イ  廃 止時期 (予定)

平成21年 9月 3①日 (平成21年 l①月 1日 付譲渡)

ウ  長 岡京市における活用方針

公的施設として活用を検討中

(2)女 性教育の推進

平成21年 度から婦人教育としヽう総称を女性教育に変更し、各教育局、市町村教

育委員会のほか、知事部周や府男女共同参画センターとも連携 ・協力し、―層の充

実を図りながら、府教育委員会においてSIき続き取り組む。

今後の日程 (予定)

平成20年 11月 下旬～ …示」用者説明会 (力針 (案)の 説明)

平成20年 12月 議会  一 文教常任委員会 (力針 (案)の 報告)

平成21年 3月    … 府教育委員会 (方針の決定)

(上記決定があれば、平成21年 6月 議会  … 条例廃止の議案提出)
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1 検 討までの経過

(1)府 監査委員要望意見 <平 成17年 12月 >

府南郡地域には、府立婦人教育会館と機能面が同種の施設が集中しており、

婦人教育会館の名称、機能を含めて、あリカを検討されたい。

(2)府 社会教育委員会議で検討 。まとめの提出 <平 成20年 3月 >

今後の府立婦人教育会館のあリカ

◆ 広 域的な行政を推進する役書」を担う府の立場として、存続させる必要

性は乏しく廃止を言めて検討する財要がある。

◆ 検 討に当たっては、利用者への丁寧な説明を行うとともに、土地の無

償提供者である長岡京市とも十鉛協議する必要がある。その際、現施設

の有効禾」用としヽう観点も十の踏まえ、幅広く検討されることを期待する。

今後の婦人 (女性)教 育のあり汚

◆ 婦 人教育としヽう総称を女性教育 (女性のための教育)と 変更

◆ 会 館が果たしてきた役書」を十劣認識し、女性教育担当者や女性団体等

のための研修活動を一層充実し、府内全域で後退しないように配慮する

とともに、市tB」村や関係機関と連携 ・協力し、身近な地上或での講座開催

などを要望

◇ 社 会教育委員会議検討経過    ◇  婦 人教育会館利用者意見賄取

第 1回  平 成19年 8月 28日      第 1回  平 成19年 l①月23日

第2回  平 成19年 11月 27日      第 2回  平 成19年 11月 8日

第3□  平 成20年 2月 7日 ん
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2 府 立婦人教育会館の現状等に対する者え方

(1)婦人教育会館設置の経過

ア 設 置年度

B召禾□57年 に長岡京市から土地の提供を受け設置

(8召不□56年 12月 :女性問題に関する第 1次 行動計画 「婦人の地位の向

上と福祉のよ曽進を図る京都府行動計画」(B召禾□57年 ～昭不□61年 )策 定、計

画期間の初年度に設置)

イ 設 置の趣旨

婦人教育関係者に対し、婦人教育に関する各種の研修、交流、情報収集

及び提供等を行う、広域的な婦人教育の振興を図ることを目的として設置

(2)婦人教育会館の現状等

ア 女 性教育関連施設

府内の公立女性教育関連施設は、昭禾□57年 当時、婦人教育会館のみが設

置されてしヽるだけであったが、男女共同参画基本法施行 (平成11年 )後 は、

府内各地に設置された。(表1参 考)

京都府におしヽては、平成8年 度に京都府女性総合センター (現京都府男

女共同参画センター)を 設置しており、平成17年 度には婦人教育会館の設

置場所である長岡京市におしヽても 「長岡京市女性交流支援センター」が設

置されるなど、昭不□57年 当時とは状況が大きく変化した。

◆ 表 1 府 内公立女性教育関連施設の状況 (平成20年 4月 現在)

設 置 者 施 羨 名 設 置年 度

京 都 府 京都 府立 婦 人教 育 会館 昭 和 57年

井 手  町 井 手 町帰 人研 修 セ ンター 昭 和 63年

南 丹 市 南丹市園部女性 の館 平 成 5年

京 都 市 京 都市男 女 共 同参 画セ ンター 平 成 6年

京 都 府 京 都 府男 女 共 同参 画セ ンター 平 成 8年

綾 部 市 綾 部 市女性 セ ンター 平 成 10年

舞 鶴 市 舞鶴 市女性 セ ンター 平 成 13年

福 知 山市 福知 山市女 性 活 動 支援 ル ー ム 平 成 14年

宇 治 市 宇 治 市男 女 共 同参 画支援 セ ンター 平 成 15年

長 岡京 市 長岡京市総合交流セ ンター (ハめヒ
Sオ
)

「女性交流支援 セ ンター」

平成 17年

城 陽 市 城 陽市男女 共 同参 画 支援 セ ンター 平成 18年

京 田 辺 市 京 田辺市女性 交 流 支援 ルー ム 平 成 18年

京丹 後市 京 丹後 市女性 セ ンター 平成 19年
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イ 主 催講座

婦人教育会館は、女性が自立した社会参画を進めてしヽ<た めの研修講座

の提供や、社会情勢の変化に伴い、多様化 ・高度化する学習二十ズや生涯

学習社会の進展等の新たな状況に対応した主催講座を実施している。

主催講座の参加者の状況は、表2の とおり7書」以上が乙訓地域の参加者

であり、年展その割合が高くなつてしヽる。

◆ 表 2 婦 人教育会館主催講座参力B状況

17年度 18年度 19年度

乙 訂1
人 数 (人) 1,329 |,205 1,518

割  合 (%) 74。2 76.8 78.9

他の市町
人 数 (人) 462 364 407

害」 合 (%) 25.8 23.2

′へ

口 計
人 数 (人) 1,791 1,569 1,925

割 合 (%) 100.0 100,0 100.0

ウ 館 外講座

館外での講座の実施時には、開催地近辺の参加者の占める書」含が高いこ

とから、府内各地での講座開催が求められてしヽると推演」でき、府民の身近

な地上或で講座が開催できるように、府内の女性関連施設との連携を図る必

要がある。

◆ 表 3 館 外講座参加状況

16年度 17年度 18年度 19年度

山城、南丹、中

丹、丹後で開催

京都市内、中

丹で開催

乙訓で開催 乙訓で開催

乙 JII
人数 (人)

ｎ
ｕ
９
０

９

０

割合 (%)
，
１ 14.3 66.1 81.7

他の市町
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０
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９
０

割合 (%) 100.0 〔
Ｕ
ｎ
ｕ

ｎ
ｕ 100.0 100.0
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エ サ ークルの状況

婦人教育会館は、主催事業の実施のほかにも交流の場の提供を行つてお

り、指導者の育成やサークル活動の振興を図つた結果、婦人教育会館を拠

点として様泉なサークル活動が行われており、昭禾□58年 度の会館利用サ
ー

クル数は、13サ ークルであつたが、平成20年 度は124サ ークルが登録さ

れてしヽる。(表4参 考)

サークルでの利用者の多数は乙副|1地i或の力であり、地元を中|いに不」用さ

れてしヽるのが実態であるとともに、サークルによつては、男性の会員も含

まれており、各市町村の公民館等と同様の利用の状況がみられる。

(表5参 考)

また、乙訓地域の生涯学習施設等は、表6に あるように、多数設置され

てしヽる。

◆ 表 4 婦 人教育会館サークル利用状況

17年度 18年度 19年度 20年度

サークル数 会員数 サークル夢文 会員数 サークル数 会員数 サークル数 会員数

乙

訓

管

内

向 口市 345
ｎ
ｕ

∩
Ｊ
９
０ 8

７

１ 7

割合 (%)
∩

Ｊ
ｎ
Ｊ

∩
Ｕ

ｎ
Ｊ

０
０

食
Ｕ

９
０

７
！ 5.7

ｎ
ｕ

長岡京市
力
■
食
Ｕ 1、275

０
０ |ゃ396

，
１ t,522

７
１ 1,517

割合 (%) 64.7 62,3 65.4 66.7 64. 1 63.2 60.3

大山崎町
９

０
ｎ
υ
９
０ 4

ｎ
υ 6
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Ｘ
Ｕ 6

７
′
‘

∩
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Ｕ

割合 (%)
ｎ
ｕ

９
０

ｎ
υ

０
０

９
０

０
０

０
０

「
生

況
■

９
０

Jヽ 計
ｎ
υ
７
１ 1,659

９

０ 1,644
ｎ
υ
９
０ 1.784 ｎ

ｕ
ｎ
Ｊ 1,729

割合 (%) 79.8 81.1 78.8 78.5
７
‘ 74.1 72.6 68.7

他の市町
∩
Ｕ 386 九

七

９

０ 623
刀
■ 788

割合 (%) 20.2
ｎ
Ｊ

９
０ 21.2 21.5 23.9 25。9 27.4 31,3

計
ｎ
υ
ｎ
υ 2,045 104 2,095

７
ｒ
ｉ 2.407

刀
七 21517

割合 (%) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

※ 1 サ ークル届出者の住所で整理

2 サ ークル数には休会を含む
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17年度 18年度 19年度

男 女 男 女 男 女

主催事業

人数 (人) 474 11499 401 1,292 541 1.570

割合 (%) 24.0 76.0 23.7 76.3 25.6 74.4

サークル

人数(人) 10,779 34,816 10,323 33,463 9,082 30,908

割合 (%) 23.6 76.4 23.6 76.4 22.7 77.3

合  計

人数(人) 11,25336,315 10,724 34,755 9,623 321478

割合 (%) 23.7 76.3 23.6 76.4 22.9 77.1

※ 玉 催講座は館外講座を含む。

◆ 表 5 利 用の男女居」書」含

◆ 表 6 乙 討|1地域生涯学習施設

市総

め面

施 設 名 面 積 施 設  名 面 積

「占!

日

市

市民会館
2,920 ぽ

岡

　

市

Ｌ
火
　

ヽ
爪

中央公民館 3.472 正ぽ

中央公民館 中央化涯学習センター ※

寺戸公民館 479 Eざ 山

　

町

十

（
　

崎

中央公民館 2,438 rざ

物集女公民館 534 ２ｍ

上植野公民館 567 ぷ ※ 中 央生涯学習センター (長岡京

合交流センター)は 複合施設のた

積は不明

鶏冠井公民館 414ぽ

森本公民館 463 ぷ
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3 今 後の府立婦人教育会館のあリカの検討について

(1)府 立施設としての役書」

地力自治法には、都道府県の事務として、「広1或にわたるもの、市町村に関

する連絡調整に関するもの及びその規模叉は性質において一般の市町村が処

理することが適当でなしヽと認められるものを処理するもの」と規定され、さ

らに、「都道府県及び市町村は、その事務を処理するに当たっては、相互に競

含しないようにしなければならなしヽ」と規定されてしヽる。(第2条 第5項 及び

第6項 )

婦人教育会館は、広域的な婦人教育の振興を図ることを目的として設置し、

地上或女性リータ―`の育成をはじめ、研修講座の実施やサークル活動の場を提

供してきた。

設置以来25年 が経過し、府内の市町村に女性関連施設が設置されてきた中

で、不」用の実態は、主催講座参力B者及びサークル活動での婦人教育会館禾」用

者の多数が乙副|1地域の力であり、その中には、男性の示」用も含まれ、年泉そ

の傾向ほ強くなってしヽる。(表2、 表4、 表5)

また、社会教育委員会議の 「まとめ」で指摘されたように、市町村の公民

館や生涯学習センターと同種の施設として、乙副|1地域を中心に示」用されてい

る実態がある。

さらに、乙副|1地上或には、2市 1町 とも生涯学習施設等は整備されており (資

糊6)、 生涯学習に関する講座の実施やサークル活動への施設提供は、市町村

の大きな役割であり、広域行政を担う府の役割ほ一定終えたと考えられる。

社会教育委員会議まとめ

府立婦人教育会館は、B召禾□57年 の設置以来、女性が自立し社会参画を進めてい<

ための研修や交流、情報提供、府民の力泉に対する生涯学習の機会を提供するため

の施設として活用されてきた。

会館の設立当日寺ほ女性の自王活動の振興を目指したサ
ークル活動の推進や指導者の

育成に力を入れるとともに、京都府連合婦大会等の団体等と連携しながら、女性団体

の育成に努めたきた。そのため、会館の利用者からは、「サークル活動の拠点として

婦人教育会館が財要だ」としヽう意見も多いが、現在の利用の実態は市町村の公民館や

生涯学習センターと同種の生涯学習機能を果たす施設としての男支の示」用が多く見受

けられ、府内全域を対象にするというより、乙討|1地1或の方短の学びの場として利用さ

れてしヽる状況にある。
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(2)講座の開催

昭禾□57年 の婦人教育会館設置時は、府内の公立女性教育関連施設としては

同会館が唯一のものであつたが、現在は、府北吉B地域から南吉B地域に至るま

で、府内各地に設置され、平成17年 度には、長岡京市にも設置された。

府内各地に女性関連施設が整僑される前は、婦人教育会館は、拠点として

の役害」があったが、府内の整備状況をみれば、現在は、住民に身近な施設の

示」用が司能な状況になっており、府としては、婦人教育会館での研修講座開

催にこだわらす、府民の力泉が参加しやすしヽように、市町村教育委員会と連

携 ・協力し、府民の身近な地i或で開催することが果たすべき役書」であると考

える。

(3)施設の有効利用

府立婦人教育会館は、国の公立社会教育施設補助金を受けて建設したもので

あるが、10年 を経過した建物の財産処命につしヽての要件が緩和され、無償に

より転用、譲渡等する場合は国庫補助金の返還が免除されることになった。

当該建物は、建設後、既に25年 経過してしヽるが、建物としては不」用が司能

であり、土地の無償提供者である長岡京市が公的施設として活用されるのであ

れば、現有施設の有効不」用としヽう観点から無償譲渡したしヽ。

社会教育委員会議まとめ

また、当会館関設から25年 が経過する中、現在は、周辺に同種の施設が設置され、

設立当B寺とは異なる状況がみられる。

社会教育委員会議での協議の場では、このような状況の変化を踏まえ、南北に長しヽ

京都府の地理的条件の下で、現在の拠点力式としての婦人教育会館としての役書」は終

えたので廃止すべきとの意見がある。

社会教育委員会議まとめ

これらの意見や京都府監査委員の意見要望を踏まえると広域的な行政を推進する役

書」を担う府の立場として、婦人教育会館を存続させる必要性は乏し<、 廃止を含めて

AR~討する必要がある。

廃止等の検討に当たっては、利用者への丁寧な説明を行うとともに、土地の無償提

供者である長岡京市とも十分協議する財要がある。

その際、当該施設が国の公立社会教育施設整備費補助金を受けて建設された建物で

あることから、現施設の有効利用としヽう観点も十の踏まえ、幅広く検討されることを

期待するものである。
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(4)今後の婦人 (女性)教 育のあり方について

婦人教育会館廃止後の女性教育の振興につしヽては、府教育委員会におしヽて、

従前の女性教育の拠点力式から、住民に身近な市町村におしヽて、市町村教育委

員会等と十劣連携協力してヨ|き続き行う。

女性教育担当者や社会教育を推進する人たちのための研1多講座等の実施及び

女性のリーダー研修等は、今後も、各教育局、市町村教育委員会のほか知事吉B

局や府男女共同参画センターとも連携し、一層の充実を図る。

社会教育委員会議まとめ

情報資料の収集及び提供、女性団体への支援、広域的な女性教育の振興についても、

ヨ|き続き取り組む必要がある。

その他の男女共同参画に関する講座の実施やサークル活動の拠点としての施設提供

は、現在も、住民に身近な市町村で実施されているが、今後も府の広域的な機能と市

町村が持つ機能を連携させて、実施することが望まししヽ。

また、京都府教育委員会が、女性教育担当者や社会教育を推進する人たちのための

研修講座等を実施する際には、南北に長しヽ京都府の特性から、参加しやすい環境を整

える財要があり、そのためにも、市町村教育委員会と十劣連携 ・協力し、司能な限り

府民の身近な地域で講座が開催されるよう要望する。

併せて、「京都府女性総合センター」とも協調しながら、京都府内の女性教育が一

層推進されるよう期待する。
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4 ま とめ

> 京 都府社会教育委員会議からの 「まとめ」を踏まえ検討した結果、府立

婦人教育会館は府立の教育機関としての役書」を終えたため、廃止する。

廃止の時期は、平成21年 9月 30日 (予定)と する。

> 現 有施設は、土地の無償提供者である長岡京市に平成21年 l①月 1日 に

無償譲渡し、有効活用を図る。

> 府 の役書」としての女性教育の振興は、各教育周、市町村教育委員会のほ

か矢□事郡局や府男女共同参画センターとも連携 ・協力し、一層の充実を図

りながら、府教育委員会におしヽて、ヨ|き続き取り組む。
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1 施 設の状況

所 在  地 京都府長岡京市長法寺谷山 13-1

施設の概要

敷 地 4,213面 (長岡京市からの借用)

建 物   RC-2 延  2,① 54甫

大研修室、第 1～ 5研 修室 (第4研 修室にP C2①台設置)

首楽 ・視F恵覚研修室、実技研修室 (調理実習)、会議室

図書 ・資対室、託児室等

開 食官 昭禾□57年 6月 17日 管  理 京都府婦人教育振興協議会に一言B委託

2 設 置の趣旨

社会の急激な進展に伴しヽ、生涯教育が問われる状況の中で婦人の生活が大きく変貌し、

特に家庭生活の変化により主婦の家事労働が著しく軽減され、余暇が増大し、学習の機

会や社会参加が望まれてしヽるところから、婦人教育関係者に文すし婦人教育に関する各種

の研修、交流、情報資料の収集及び提供等を行うミ広域的な婦人教育の振興を図ること

を目的とする教育機関を設置する。

3 事 業 (柔炉」第2条 )

(1)婦 人教育関係者の研修に関すること。

12)婦 人教育会館の施設を婦人教育に関する交流の用に供すること。

(3)婦 人教育に関する情報資用の収集及び提供に関すること。

(4)前 3暑 に掲げるもののほか、婦人教育の振興に関し隊要な事業

4 京 都府婦人教育振興協議会について

(1)目  的

京都府立婦人教育会館の実施する婦人教育への諸活動への援助 ・協力等により、婦

人教育の振興に寄与することを目的とする。

(2)事  業               ・
・ 京都府立婦人教育会館の行う婦人教育諸活動に対する奨励 ・援助
・ 京都府教育委員会と契約に基づく受託業務の実施
。 その他目的を達成するために必要な事業

(3)委 託業務
・ 婦人教育会館の施設、設備及び物品の維持、保守に関する事務
・ 使用料徴収事務
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